
個 所 数 金      額 個 所 数 金      額 個 所 数 金      額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ）

被  害  報  告 6,135 134,170,144

申   請   （Ｍ） 6,101 110,733,717 991 3,386,594 5,110 107,347,123 16.2 3.1 83.8 96.9

都 道 府 県

決   定   （Ｎ） 6,082 98,389,182 985 3,164,911 5,097 95,224,271 16.2 3.2 83.8 96.8

比   率   （Ｎ／Ｍ） 99.7 88.9 99.4 93.5 99.7 88.7

被  害  報  告 8,201 71,527,866

申   請   （Ｍ） 8,175 55,738,197 4,134 9,395,634 4,041 46,342,563 50.6 16.9 49.4 83.1

市   町   村

決   定   （Ｎ） 8,145 51,098,752 4,119 8,780,970 4,026 42,317,782 50.6 17.2 49.4 82.8

比   率   （Ｎ／Ｍ） 99.6 91.7 99.6 93.5 99.6 91.3

被  害  報  告 14,336 205,698,010

申   請   （Ｍ） 14,276 166,471,914 5,125 12,782,228 9,151 153,689,686 35.9 7.7 64.1 92.3

計

決   定   （Ｎ） 14,227 149,487,934 5,104 11,945,881 9,123 137,542,053 35.9 8.0 64.1 92.0

比   率   （Ｎ／Ｍ） 99.7 89.8 99.6 93.5 99.7 89.5

（注） １、被害報告額は施行令第５条による報告額である。

２、申請額及び決定額は、内未成額を控除した金額である。（以下関係格表について同じ）なお、決定額は、国庫負担率算定の基礎となったものである。

３、「実査」とは、査定の際、直接被害現場を調査して決定したものであり、「机上」とは遠隔地等で直接現場を調査できないため、机上で資料により決定したものである。

４、平成１９年４月に政令市となった浜松市における各計数は、都道府県の覧に計上されている。
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１   　　　　　検      査      率      分      類      表
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